
　 
必  須 コンプライアンス
重  要 地域社会貢献　  ※
 地元活用・志向  ※
 雇用
 環境
 品質

　  
一  般 財務・業績 
 労働安全衛生 
 消費者・顧客対応 
 情報セキュリティ 
　 

① 地域貢献活動への取組状況について（地域性評価）
　　　　　　　　　　　　

項目ごとに地域貢献活動への取組状況と地域性基準を満たしているかを評
価します。

【地域性基準】 
　　　　　　　　　　　　 

次のいずれかの基準を上記評価項目ごとに1つ設定し、達成状況を評価
します。 
　　　 
①地域性比率：取組みの対象者（従業員、顧客、取引先等）のうち、横浜

在住・所在の割合が50％以上 
　　　 
②地域限定性：50％以上ではないが、横浜在住・所在の対象に限定した

取組みを行っている 
　　　 
③地域志向性：横浜という地域特性・文化等を重視した取組みを行っ

ている 

②システムの構築状況について
（経営システム評価） 
　　　　　　　　　　　　 

地域貢献活動を継続的に取り組む
ための経営システム（仕組み）が構築
されているかどうかを評価します。 

認定までの流れ　〈2年更新制〉 

評価方法 

事業者の募集

制度説明会

マネジメント・システム構築・内部チェック

評価員による評価・確認

認定委員会による判定

横浜型地域貢献企業の認定

継続的地域貢献活動

内部チェック

事業者の募集（認定更新）

評価員による評価・確認

認定委員会による判定

横浜型地域貢献企業の認定更新

【評価項目】

 

Plan 
（計画） 

Do 
（実施） 

Check 
（評価） 

経営システム 

Action 
（改善） 

協　　力

横浜商工会議所

横浜市立大学CSRセンター LLP

NPO法人横浜スタンダード推進協議会

横浜市経済局  経営・創業支援課

　　　　　　　　　

お問合せ

公益財団法人横浜企業経営支援財団 横浜型地域貢献企業支援事業推進本部

TEL. 045-225-3714　　FAX. 045-225-3738

http : / /www. idec.or . jp /ke ie i /csr
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項目 

（2012年4月1日現在）

  ※選択必須

対 象 企 業 

　　　　

申 込 方 法 

提 出 書 類 

書類提出先 
 

認定にかかる費用　

募集期間

募集要項

通年募集
（申込書等は、http://www.idec.or.jp/keiei/csr/download.php より
ダウンロードできます）

この認定制度にご興味、ご関心のある次のいずれにも該当する事業者
（法人、組合又は青色申告事業者）が対象です。
　　　　
①横浜市内に本社、または事業所を有すること
　（事業所単位での申込みも可能です）
②横浜市内で3年以上継続して事業を営んでいること
　（資本金・従業員数等での制限はありません）
③横浜市税（法人市民税）を納付していること
④これまでに黒字決算が1回以上あること

募集期間内に、次の書類を郵送・持参で提出してください。

①横浜型地域貢献企業認定応募申込書
②企業概要書
③外部評価申込書
④地域性評価、システム評価チェックシート
⑤発行後3か月以内の商業登記簿履歴事項全部証明書
　（ただし、事業所単位の申込であり応募事業所が支店登記を行っている
場合は、当該支店の所管法務局が発行するものも可）
⑥横浜市税（法人市民税）の納税証明書または領収書の写し
　（最近3か年分。）
⑦これまでに黒字決算があったことを証明する決算書の写し

公益財団法人横浜企業経営支援財団　横浜型地域貢献企業支援事業推進本部
あて
〒231-0011　横浜市中区太田町2丁目23番地
　　　　　　　　横浜メディア・ビジネスセンター7階

無　料
　　　　

株式会社アローズ・システムズ



地域貢献企業認定制度 

認定について 

「信頼」と「ネットワーク」で結ばれる豊かな市民生活の実現を目標に、
横浜市民を積極的に雇用している、市内企業との取引を重視している
など、地域を意識した経営を行っている企業で、本業及びその他の活
動を通じて、障がい者雇用、出産・育児サポート制度、環境保全活動、
地域ボランティア活動などの社会的事業に取り組んでいる企業等を、
一定の基準（横浜型地域貢献企業認定規格）を基に「横浜型地域貢献
企業」として認定し、その成長・発展を支援する制度です。

認定企業紹介 

各事業者の取組内容を評価・確認し、認定委員会で認定します。
認定は、取組（評価）内容に応じ、3 段階で認定します（基準に満た
ない場合は認定されません）。
　　　　
認定企業への主な支援
①認定証・マークの付与
②認定企業間のネットワーク構築支援
③認定企業限定セミナーの実施
④横浜市・（公財）横浜企業経営支援財団ホームページ等による認定企
業の広報支援
⑤融資制度「企業価値向上資金（地域貢献企業支援）」の利用
 ● 利　　率：2.1％以内
 ● 融資期間：7年
 ● 限 度 額：8,000万円
 ● 保証料率：横浜市信用保証協会所定
※融資については金融機関及び信用保証協会の所定の審査があります。

認定期間
認定日から2年間有効です。
（認定後、2 年ごとに更新審査を受
けていただきます。更新をしない
場合は認定の効力は消滅します。

※認定費用の補助や保証料の免除
は、毎年度の横浜市の予算の範
囲内となります。

認定証

主な取り組み
■地元活用・志向
　毎年、地元の学校を訪問し、
会社説明会を開催するなど、
地元からの新卒採用を積極的
に行っている。

■雇用
　育児休業や介護休業などに対
する規程を法律以上の内容に
拡充し、就業継続困難な場面においても男女問わず活躍できる環境整
備に努め、「ワークライフバランス」を積極的に推進している。

■労働安全衛生
　トータルヘルスケア・サービスを導入することで外部専門機関を活用
し、従業員の健康相談やメンタルヘルスのカウンセリングなどによ
り、休職や退職を未然に防ぐ対策を講じている。

経営理念
私たちは情報技術とコミュニケーションを
通じて、徹底的にお客様の立場で、すなわ
ち社会のために確かな品質と魅力あるサー
ビスを提供し続けます。

　株式会社アローズ・システムズは1999年に創業し、西区に本社を
構える企業です。システム開発を主業務としております。同社は、情報
システムを通してお客様企業のサービスや業務を支える立場として、常
にお客様の満足を意識し、評価を高めることが社会貢献に繋がると考え
「私たちは情報技術とコミュニケーションを通じて、徹底的にお客様の
立場で、すなわち社会のために確かな品質と魅力あるサービスを提供し
続けます。」を企業理念に掲げ事業を行っています。そのため、常に進
化している情報産業に携わる企業として、社員には日々の進歩を求め、
且つその環境を整備していくことを心掛けています。
　主な取組としては、育児休業や介護休業などに対する規程を法律以上
の内容に拡充し、就業継続困難な場面においても男女問わず活躍できる
よう「ワークライフバランス」を積極的に推進していることがあげられ
ます。

【所 在 地】西区みなとみらい2-3-1　
クイーンズタワーA

【事業内容】サービス業（システム開発）
【従業員数】105名

株式会社アローズ・システムズ




